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井　田　正　道
一《論文要旨》
　昨今，「格差社会」は日本社会を論じる際の最重要の論点になっており，「格差是
正」は主要な政治課題のひとつにもなっている。1980年代に「中流」や「新中間
大衆」という“中”が注目を集めたのに対して，21世紀にはいると“上”と“下”
が注目を集めるようになったというところに時代の変化を感じざるをえない。なか
でも“下流社会”やかつての“一億総中流”というキーワードが，国民の日本社会
に対する見方に大きく影響を及ぼした事例をみてもわかるように，中流や下流とい
う用語はとりわけ社会的なインパクトが大きいといえる。
　その，中流とか下流という場合，その基準となるデータは主として階層に関する
国民のセルフ。イメージである。これを階層意識，あるいは階層帰属意識と呼び，
自身の生活程度を「上」から「下」までの回答選択肢の中のいずれに位置するかを
尋ね，その回答にしたがって階層集団という統計的集団が形成されることになる。
ここでは，階層意識・集団に焦点を当て，考察を加える。まず，政府が実施してい
る「国民生活に関する世論調査」データから階層意識の時系列推移を検討し，階層
意識データから意識における格差が拡大しているのか否かについて検討する。次に，
2001年に東京都民を対象として実施した「暮らしと経済に関する調査」データか
ら上流・中流・下流という統計的集団間の政治・社会意識およびメディア行動の差
異を中心に検討する。
　本稿の結論は以下の通りである。①1990年代後半以降，自分の生活水準を「上」
または「中の上」と回答する上流層と「中の下」あるいは「下」と回答する下流層
の比率はともに若干の増大傾向にあるが，下流層の比率は「一億総中流論」がいわ
れた80年代よりも低い水準にある。ただ，近年になって男女間の下流比率の格差
が拡大傾向にある。②社会的属性と階層意識との関係は，性・学歴・所得が階層意
識を規定している。男性・低学歴・低所得層は下流意識をもちやすく，女性・高学
歴・高収入は中流あるいは上流意識をもちやすい属性である。③上流階層ほど日本
社会についてポジティブな見方をしているのに対して，下流階層はネガティブな見
方をしている。④政治的関心に関しては，高い階層ほど関心度が高い。保革イデオ
ロギーに関して，上流層は保守的であり，下流層は革新的である。また，政党支持
に関しては自民党は「上流型」であり，公明・共産・社民は「下流型」そして民主
は「やや上流型」である。⑤新聞やテレビニュースに接する際の事項別関心度につ
いては，政治や経済関係の話題に関しては階層が高いほど関心度が高い傾向にある。
キーワード：社会階層，階層帰属意識，政治意識生活意識，社会意識
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はじめに
　「勝ち組・負け組」，「二極化」，「下流」，「ニューリッチ」，「セレブ」，「ニー
ト」，「ワーキングプア」，「ネットカフェ難民」。これらは近年，世を賑わせ
ている「格差社会」に関わるキーワードである。次から次へと誕生するキー
ワードは，格差社会論ブームを引き起こし，いまや「格差社会」は日本社会
を論じる際の最重要の論点になっているだけでなく，「格差是正」は主要な
政治課題のひとつにもなっている。
　近年の出版界をみても，富裕層を対象とした研究（例えば橘木・森2005）
が注目される一方で，『下流社会』という本がベストセラーとなり（三浦
2005），今後の格差拡大を前提として，それならば低収入でも楽しく暮らす
道があると説いた『年収300万円時代を生き抜く経済学』という著作がヒッ
トしたという現象もある（森永2003）。むろん，格差社会に関しては，その
実態や原因などに関してさまざまな議論が展開されている（文春新書編集部
2006）。
　思い起こすと，1970年代から80年代の日本では，「中流」や「新中間大
衆」（村上1984）という“中”の階層が注目を集め，その実態について議論
の対象にもなった（例えば岸本1978）。それに対して，21世紀にはいると
“上”と“下”の階層が注目を集めるようになったという点に時代の変化を
感じざるをえない。また，近年の“下流社会”やかつての“一億総中流”と
いうキーワードが，国民の日本社会に対する現状認識に多大な影響を及ぼし
ていることを考えると，中流や下流という用語はとりわけ社会的なインパク
トが大きい言葉であったことも事実である。
　さて，中流や下流という場合，その基準となるデータは主として階層に関
する国民のセルフ・イメージである。これは階層意識，あるいは階層帰属意
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識とよばれ，例えば，自身の生活程度を「上」から「下」までの回答選択肢
の中のいずれに位置するかを尋ね，その回答にしたがって階層集団という統
計的集団が形成されることになる。ここでは，その階層意識および統計的集
団としての階層に焦点を当てていくつかの考察を加えることにしたい。まず，
政府が数十年間にわたって継続的に実施している「国民生活に関する世論調
査」の調査結果から階層意識の時系列推移を検討し，階層意識面における格
差拡大が認あられるのか否かについて検討を加える（1）。つづいて，われわれ
が2001年に東京都民を対象として実施した「暮らしと経済に関する調査」
データを分析し，上流・中流・下流という統計的集団間の政治・社会意識お
よびメディア行動の差異などに関して検討を加えることによって，これらの
点における階層間格差の実態を明らかにする（2）。
1．日本人の階層意識の推移
1－1誇張される格差拡大
　今日の格差社会を論じる際に比較の際の言語シンボルとして用いられるの
は1970年代から80年代に流布した「一億総中流」（あるいは「一億総中流
化」）ということばである。最近出版された著作のなかにも，次のような記
述が見受けられる。
　　「社会の中の格差が広がっています。かつて『一億総中流』といわれ
　た時代がありました。1970年代に行われた，総理府の『国民生活に関
　する世論調査』では，9割の人が自分は社会的にみて中流であると答え
　ていました。ところが21世紀に入って，社会の状況が大きく変わって
　きました。社会の中での格差を生活の実感として感じる人が増えるよう
　になってきたのです。長野県世論調査協会が，格差についての意識調査
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を行ったところ，9割以上の人が所得の格差の広がりを感じており，7
割の人が『再起するチャンスが得られにくい社会になっている』と回答
したとのことです（毎日新聞2007年1月5日）。9割の人が中流と感じ
る社会から，9割の人が格差の広がりを感じる社会へ。この30年間で，
私たちの生活に対する実感は大きく変わってしまったといえます。」（石
本2007：11－12）
　同書の著者は経済学者や社会学者といった，格差問題に関するいわゆる
“専門家”に属する人物ではない。けれども，同書は新書というかたちで公刊
されており，その記述は少なからぬ読者の社会認識に影響を及ぼす可能性が
ある。そして，この記述は，きわめて問題のある記述といわざるを褥ない。
というのは，1970年代の一億総中流論の根拠として，「国民生活に関する世
論調査」の階層意識データを挙げておきながら，同じ階層意識に関する近年
のデータとの比較は行わず，まったく異なる質問項目に対する回答結果と比
較して，「9割の人が中流と感じる社会から，9割の人が格差の広がりを感じ
る社会へ。この30年間で，私たちの生活に対する実感は大きく変わってし
まったといえます。」と論じているからである。この結論は，まるで30年前
と現在の日本社会が別世界のような印象を与えかねない。
　また，近年の数ある格差社会論の中で社会的インパクトが最も大きかった
著作は，マーケティング研究家の三浦展が著した『下流社会』である。三浦
の下流社会論を要約すれば次のとおりになる。
　1950年代までの日本は，資本家，地主などの富裕層であるわずかな「上」
と，働けども豊かになれない貧困層である多くの「下」からなる「階級社会」
であったとする。けれども，その後の高度成長期に主としてサラリーマン層
からなる「新中間層」が増加し，その結果「下」の「中流化」という現象が
表れたという。
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　ところが，近年では「中」が減り「上」と「下」に二極化している。もっ
とも，「中」から「上」に上昇する人は少なく，「下」に下降する人のほうが
多いという。これを裏付けるデータを三浦は「国民生活に関する世論調査」
データに求めている。「国民生活に関する世論調査」では階層意識に関する
調査項目が設定され，「あなたの生活程度は世間一般と比べてどれくらいで
すか」という質問を設定し，回答者に「上」，「中の上」，「中の中」，「中の下」，
「下」の5つの回答選択肢から選択させている。三浦は同調査結果の時系列
推移を検討し，近年，主として「中の中」と回答する者のパーセンテージが
減少傾向にあり，自らの生活水準を「中の下」とする者の比率が増加傾向に
ある点に着目し，「下流」という概念を提示して『下流社会』を著した。同
書の冒頭では次のように述べられている。
　「ここでいう『下流』は『下層』ではない。『下層』というと，これは
もう本当に食うや食わずの困窮生活をしている人というイメージがある。
たしかに，それに近い困窮世帯も増えているらしい。しかし，本書が取
り扱う『下流』は，基本的には『中の下』である。食うや食わずとは無
縁の生活をしている。しかしやはり『中流』にくらべれば何かが足りな
い。」（三浦2005：5）
　三浦はまた，2007年5月5日付の『朝日新聞』において「私が考えた
『下流』とは，生活困窮者のことではない。『中流』に位置しながらより『上』
に昇ろうとはせず，むしろ，もっと下に落ちてもいいと考える傾向だ」と述
べ，意欲の欠如を特徴とするとしている（三浦2007）。
　しかし三浦は，統計的集団としての下流層については，階層意識調査に対
して「中の下」と回答した者に「下」と回答した者を加算しており，他方，
「上」あるいは「中の上」と回答した者を「上」に分類している。三浦は
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1973年と2004年の「国民生活に関する世論調査」の単純集計結果を比較し，
1973年には61．3％存在した「中」（つまり「中の中」と回答した層）が2004
年には52．8％に減少する一方，「下」（「中の下」＋「下」）は1973年には27．6
％だったのが2004年には33．6％に増大しているという結果を取り上げる。
そして近未来に「上」が15％，「中」が45％，「下」が40％の時代が来ると
想定し，二極化が一層進行すると予測する（三浦2005：24－33）。
　けれども，1970年代から80年代にかけていわれた「一億総中流」という
言葉を想起すると，その根拠も主として「国民生活に関する世論調査」の階
層意識データにあった。尤も「総中流」ということばを文字通り「国民全て
が中流意識を抱いている状態」と定義したならば，少なくとも自由主義経済
のもとで「総中流」などということは現実にはありえない。一般的に「総中
流」とは，約9割の国民が中流意識を抱いている状態と認識されている。問
題はどの回答選択肢を中流意識とするかである。「総中流論」の際に「中流」
のカテゴリーに含まれたのは「中の上」，「中の中」，「中の下」の何れかに自
分の生活程度を位置づけた者の合計値であった。それに対して，三浦は「中
の中」のみを中流に分類する。つまり，「中の下」を下流層に位置づける三
浦の下流社会論と，「中の下」を中流層に位置づける一億総中流論は同じデー
タを主たる指標としていながら，異なる区分に基づく論説であるということ
をまず理解しておかなければならない。
　さらに，意識調査における回答選択肢の設定の仕方によって中流の比率は
大きく異なる。1955年より10年おきに調査を実施しているSSM調査（「社
会階層と社会移動全国調査」）では，「国民生活に関する世論調査」とは異なっ
た「上」，「中の上」，「中の下」，「下の上」，「下の下」という5つの回答選択
肢を設定している。同調査結果においても1955年から75年にかけて下流層
の比率（「下の上」＋「下の下」）は大きく減少し，中流層の比率（「中の上」
＋「中の下」）は増大した。しかしながら，中流層が最も多かった1975年デー
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夕においてもその比率は8割に達しておらず，「一億総中流」ということば
が正当性をもつような調査結果とはなっていない（原・盛山1999：136）。
つまり，「一億総中流」は，「国民生活に関する世論調査」における回答選択
肢であればこそ出現した用語といえる③。
1－2　階層分布の推移
　それでは，改めて「国民生活に関する世論調査」の時系列データを検討し
てみよう。表1に階層意識分布の時系列推移を示す。同調査は1958年以降
毎年実施されているが，ここでは1960年以降の5年おきのデータを示して
おく。なお，2000年には調査が行われなかったため，2000年代については
2001年と2006年のデータを掲載する。表中の区分1と区分2は以下の通り
である。区分1は中流層を広義に捉えたものであり，区分2は中流層を「中
の中」のみとしたケースである。
表1　階層意識の変化：1960－2006 （％）
区分1 （広義の中流） 区分2（狭義の中流）
上 流
????? i下流 上 流i 中流i　　　脚 下 流
1960年 0．4 i7a2il・・ ・・i 4α8i 45．1
1965年 0．6 i8α5i　＆4 7；9　1　　： 50．0　：　　　： 37．6
1970年 0．6 i895????? ＆4i 5α8i 31．5
1975年 0．6 i899i　54 τ8i 594i28．7
1980年 0．6 i　893i　a7 ＆oi
544i　　　：
34．2
1985年 0．5
????．?? ?????…
6．9　1　　： 5a7　i 36．5
1990年 0．7 i　8goi　＆2 ＆gi ・・li 35．9
1995年 0．8 i　913
???．??
1α7｝　　：
5τ4i 28．8
2001年 0．8 i　gq7
?????? 1α2i 55．7　1　　　3 31．5
2006年 1．1
｝?．?? ????
1・li 541i32．0
（注）内閣府「国民生活に関する世論調査」データ
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　区分1：上流＝「上」，中流＝「中の上」＋「中の中」＋「中の下」，下流＝「下」
　区分2：上流＝「上」＋「中の上」，中流＝「中の中」，下流＝「中の下」＋「下」
　まず中流層を広く捉える区分1にしたがうと，中流層は1970年以降，9
割前後の高い水準を維持しており，バブル崩壊後の「失われた10年」の真っ
只中にあったはずの90年代に入るとさらに増加して9割のラインを超えて
いる。この点については，「国民生活に関する世論調査」の生活満足度のデー
タに関しても，90年代中盤に満足度は過去最高の水準に達しているという
事実がある（井田2007c）。そして上流層の比率も90年代以降上昇する傾向
にある。他方，下流層の比率は90年代以降，低水準の状態を維持している。
より詳細に検討すると，1995年から2006年にかけて下流層の比率がやや増
大しているものの，長期的にみれば低水準を維持しているといってよい。し
たがって，区分1にしたがうと，特段，格差拡大の根拠とはなっていない。
　次に中流層を「中の中」のみとする区分2にしたがうと，区分1の場合と
同様に90年代以降における上流層の増大傾向が認められ，その比率は95年
以降2桁の水準にある。そして2000年代に入ってからの中流層の比率は70
年代から80年代とほぼ同水準にあり，下流比率も同様である。これも詳細
に検討すると1995年から2006年にかけて下流比率が若干増大する傾向にあ
るものの，長期的にみれば低水準の状態にあるといってよい。また，区分2
によると，実は下流に分類される層は80年代においてもかなり多く，およ
そ3分の1に該当していた。前述のように，「一億総中流」は中流を広義に
捉えたところから発生した概念であって，狭義の中流層の比率は80年代に
おいても5割強に過ぎなかったのである。そもそも「一億総中流」という概
念自体が，現実に存在する格差を覆い隠す効果をもち，政治的には自民党が
政権を維持する上で大変都合のいい用語であった。実際には，70年代・80
年代にも現在とほぼ変わらぬ階層分布であったのであり，階層意識データを
格差の指標とするかぎりにおいて，近年の格差社会論はもともと存在してい
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た格差に光を当てた面が大きいといえる。
　これらの結果からすると，三浦の下流社会論が主張する中流の下流化とい
う現象は，階層意識の面では微細なものであり，現段階で取り立てて騒ぐほ
どのことではない。いってみれば，三浦は階層意識分布が比較的高かった
1973年とそれが比較的低かった2004年データという“都合のいい部分”を
取り出し，半ば強引に下流社会論を展開したともいえる。そもそも「国民生
活に関する世論調査」は標本調査によって行われることから，調査結果には
誤差がつきものである。したがって，実態以上に下流比率が高くなったり，
また低くなったりすることもあるので注意しなければならない。
　とはいえ，国民の中で近年，下流社会論をはじめとする格差社会論が一種
のブームとなっているという現象は，ただ単にブームに乗せられているだけ
ではなく，背後に何らかの社会の変化が存在していると考えることは十分可
能である。それらは，90年代後半以降の生活保護世帯数の増加，非正規雇
用者数の増加，あるいは若くして富裕層となった起業家などのメディアへの
露出などがあろう。また，税制の面でも所得税の最高税率がかつてよりも低
くなり，高所得層の可処分所得が高くなった点も富裕層にとって有利に作用
していることも事実である。格差社会論は階層意識のみならず，さまざまな
指標に基づいて展開されており，筆者は「国民生活に関する世論調査」の階
層意識データのみを根拠として近年の格差社会論議をナンセンスであると切
り捨てるつもりはない。けれどもここで確認しておきたいのは，少なくとも，
「国民生活に関する世論調査」の階層意識データをみる限り，日本が急速に
二極化社会に向かっているという証拠は見出せないという事実である。そも
そも日本でこれほどまでに格差論ブームが起きていること自体，日本人の中
に平等主義のイデオロギー，あるいは文化が根強いことを表出しているので
はなかろうか。
　ただ，男女別の階層意識の推移を検討すると，近年，男性の下流層比率
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　2001年　2002年　2003年　2004年　2005年　2006年　2007年
注）「国民生活に関する世論調査」データ
　　　　　　　図1男女別「下流」比率：2001－2007
（「中の下」＋「下」）が増大する傾向にある。図1に示すように，下流層の占
める比率は近年一貫して女性よりも男性のほうが高い。女性は2004年をピー
クとして下流比率が減少傾向に転じたのに対して，男性は2003年以降，そ
れが増加傾向にある。その結果，男女間の「下流率格差」はここ数年拡大し
つつある。このような男女差については，生活程度のセルフイメージの捉え
方に性差が存在するか否かも含めて検討する必要がある。
2．階層集団の研究一東京都民調査から一
　それでは次に，世論調査データの分析を通じて階層集団についてさらに深
く検討を加えてゆきたい。ここで使用するデータは2001年に20歳代から
60歳代までの東京都民を対象に行った「暮らしと経済に関する意識調査」
データ（有効回答数556人）である。同調査での階層意識に関する質問文と
各選択肢の回答数および比率は次のとおりである。
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Q．仮に日本全体を次のように分けるとすれば，おたくはどこに入ると思
　われますか。あてはまるものに1つだけ○をつけてください。
????上
中の上
中の中
中の下
下
NA
実数
　2
69
254
187
41
　3
（比率）
（0．4％）
（12．4％）
（45．7％）
（33．6％）
（7．4％）
（0．5％）
　これら5つの区分は，さきほどの区分2（上流＝「上」＋「中の上」，中流＝
「中の中」，下流＝「中の下」＋「下」）にしたがって分類すると，「上流」12．8
％（71人），「中流」45．7％（254人），「下流」41．0％（228人）という分布
となる。2001年実施の「国民生活に関する世論調査」の結果では下流層の
比率は31．5％であったが，その結果と比較すると「暮らしと経済に関する意
識調査」データにおける下流層の比率は10ポイント近く高い。けれども，
その差が何に起因するかは不明である。以後，この区分にしたがった3つの
統計的集団を基準に，その規定要因と政治・社会意識やメディア行動におけ
る階層集団間の格差について考察を加えることにする。
2－1　社会的属性と階層意識
　ここではまず，社会的属性と階層意識との関係について検討していく。間々
田孝夫は，被調査者が自らの階層帰属を回答する基準に関する仮説として，
絶対基準メカニズムと相対的判断メカニズムを提示した。まず，絶対基準メ
カニズムとは個人が自分の階層帰属を判断するにあたって，例えば，自動車
を保有しているか否かなどの何らかの絶対的な基準の見地から，それを超え
ているかどうか，またどれだけ超えているかで，所属階層についての判断を
下すというものである。他方，相対的判断メカニズムとは，階層の判断はあ
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くまで他者（世間一般）との比較によって決まるとされ，階層意識の質問文
自体は相対的判断を尋ねている。
　1950年代から70年代にかけてみられた中流層比率の増大に対する解釈は，
絶対基準メカニズムに基づけば国民の生活水準の向上が下流層の減少と中流
層の増大を帰結したということになる。他方，相対的判断メカニズムを前提
とした解釈は，富の平等化が中流層の増大を帰結したということになる。つ
まり，絶対基準メカニズムを前提とすると，中流層の増大は資本主義経済の
成功（経済成長）の帰結と捉えられ，相対的判断メカニズムを前提とすると，
国民の中流化は国家の社会主義的側面における成功（富の再分配・平等化）
の結果ということになる。
　けれども，間々田孝夫がSSM調査データを分析したところ，その何れの
メカニズムも十分には実証されなかったとしている（間々田1990）。実際に
は両メカニズムが混在して判断が下されているというのが妥当であろう。こ
こでは，絶対基準メカニズムと相対的判断メカニズムの何れが該当するかと
いう検討は行わず，社会的属性と階層帰属意識との関係をクロス集計および
ロジスティック回帰分析により探索的に論じていく。
　政府による「国民生活に関する世論調査」では，属性項目として，性，年
齢，世帯所得，住宅の形態を設定しており，例えば2001年調査のクロス集
計結果によれば，男性よりも女性の方が，世帯所得に関しては低収入よりも
高収入世帯の方が，そして賃貸よりも持ち家の方が，自らをより高い階層に
位置すると認識する傾向にあることが判明している（内閣府HP5。
　「暮らしと経済に関する意識調査」調査において，質問項目として設定し
た社会的属性は，性，年齢，雇用形態，職業，勤務先規模，学歴，世帯年収
である。これら7項目と階層意識（3区分）とのクロス集計を行ったところ，
性，雇用形態，職業，学歴，世帯年収の5変数に関して統計的な有意差（X2
検定5％水準）が認められた。そして年齢と勤務先規模の2変数に関しては
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統計的な有意差は認められなかった。そこで有意差が認められた5変数と階
層意識とのクロス集計結果を表2に示す。
　性別では，女性の方が男性よりも階層意識が高い傾向がある。この傾向は
さきに図1にも示したとおり，全国調査である「国民生活に関する世論調査」
データにおいても認められる。ただ，なぜ女性のほうが自分の階層を高く捉
える傾向があるのかという点についてはさらなる検討が必要である。
　雇用形態別にみると，下流層が多いのは嘱託，アルバイトといった非正規
雇用者である。近年の格差社会論のなかには，企業の雇用形態が変化し，非
正規雇用を増やしたことが格差拡大や低所得労働者（ワーキング・プア）を
増大させたとする見解がしばしばみられる（門倉2006）。なお，無職では中
流層が多いが，これは無職と回答した者が主として年金生活者と主婦層で占
めていることによる。比較的上流層が多いのは，学生と事業主であり，正社
員の上流比率は意外と低く，正社員の4割が下流層である。アルバイトと正
社員とを比較すると，上流層比率は2ポイント程度しか差がなく，下流層の
比率に関しては9ポイント程度の差にとどまっている。
　職業別に検討すると，下流層が比較的多いのは販売・生産工程職であり，
それが少ないのは学生，管理・役員，商工。農である。無職年金と主婦層は
自らの生活水準を「中の中」に位置づける者が多い。
　学歴別に検討すると，高学歴になるにしたがって下流意識をもつ者が減少
し，上流層が増加する傾向にある。下流層の比率は中学および高校卒では5
割を超えているのに対して，短大・大学卒では3割程度にとどまる。階層集
団別の学歴構成に関してクロス集計を行ったところ，高学歴層（大卒＋大学
院卒）の比率は上流層では半数近くの47．1％であったのに対して，中流層で
は35．2％，下流層で23．8％となっており，学歴社会の一面を覗かせている。
　いうまでもなく，所得は階層意識を強く規定すると考えられる。そこで世
帯年収別に検討すると，当然のことながら世帯年収が上昇するにしたがって
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　表2属性別階層意識
アイテム カテゴリー 上流（％） 中流（％） 下流（％） 計（％） N
性＊ ?? 11．5
P4．0
40．7
T0．3
47．8
R5．7
100．0
P00．0
253
R00
雇用形態＊＊ 事　業　主
ﾆ族従業
ｳ　社　員
冝@　　託
Aルバイト
ｻ　の　他
ｳ　　　職
w　　　生
23．3
P9．0
P1．7
U．3
X．5
Q3．1
U．8
S0．0
36．7
T0．0
S7．8
R1．3
S1．1
R8．5
T5．6
S0．0
40．0
R1．0
S0．6
U2．5
S9．5
R8．5
R7．6
Q0．0
100．O
撃nO．0
P00．0
P00．0
P00．0
P00．O
撃nO．O
撃nO．0
60
S2
P80
P6
X5
Q6
P17
P0
職　　業事 商　工・農
ﾇ理・役員
黶@門　職
Z　術　職
磨@務　職
ﾌ　　　売
ｶ産工程
ｩ　　　由
ｻ　の　他
ｳ職年金
蛛@　　婦
w　　　生
23．1
Q7．6
P2．2
W．7
P6．9
X．2
P1．1
Q5．O
撃Q．5
O．0
X．3
S0．0
43．6
S8．3
S0．8
S3．5
S8．1
S0．8
R8．9
R1．3
R7．5
T6．4
T3．3
S0．0
333
Q4．1
S69
S7．8
R5．1
T0．0
T0．0
S3．8
T0．0
S3．6
R7．4
Q0．0
100．0
P00．0
P00．0
P00．0
P00．O
撃nO．O
撃nO．O
撃nO．O
撃nO．O
撃nO．O
撃nO．O
撃nO．0
39
Q9
S9
S6
V7
X8
P8
P6
P6
R9
P07
P0
学　　歴紳 中　　　学
a@　　校
Z　　　大
蛛@　　学
蛛@学　院
4．7
P0．3
PL2
P7．8
R3．3
41．9
R8．5
T8．4
T09
S4．4
53．5
T1．3
R0．3
R13
Q22
100．0
P00．0
P00．O
撃nO．0
P00．0
43
Q34
W9
P63
X
世帯年収＊＊ 　～200万
Q00～400
S00～600
U00～800
W00～1000
P000～1200
P200～1500
P500～@DK
6．5
Qユ
V．6
X．O
撃Q．1
R4．1
Q7．6
U0．9
P0．2
32．3
Q9．8
S7．6
T2．8
T3．4
T1．2
S8．3
R4．8
S9．2
61．3
U8．1
S4．8
R8．2
R4．5
P4．6
Q4ユ
S．3
S0．7
100．O
撃nO．O
撃nO．O
撃nO．O
撃nO．O
撃nO．O
撃nO．O
撃nO．O
撃nO．0
31
X4
P05
W9
T8
S1
Q9
Q3
T9
率　ρ〈　．05，　　串率　」ウく　，01
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下流意識をもつ者の比率が減少し，上流意識を抱く者の比率が増加する。ま
た，中流層が過半数を占める年収階層は600万円から1200万円の層である。
なお，階層別の年収構成比に関しては，年収400万円未満の低所得世帯が占
める比率は上流層においては5．8％，中流層では16．0％であったのに対して
下流層においてはそれが37．4％にのぼっている。つまり下流層の4割近くを
低所得世帯が占める。他方，世帯年収1000万円以上の高所得世帯が占める
比率は上流層では52．2％と過半数を占めるのに対して，中流層では18．1％，
そして下流層では6．3％にすぎない。図2にはDK層を除く階層別世帯年収
構成を示すが，中位にあるのは上流層では1000～1200万の層であるのに対
して，中流層では600～800万の層であり，下流層では400～600万の層であ
る。また，最頻カテゴリーは上流層においては1000～1200万および1500万
以上のカテゴリーであるのに対して，中流層では400～600万，下流層は
200～400万の層である。このように階層意識は世帯所得と密接な関係にあ
り，中流一下流間よりも上流一中流間の格差がより大きい。
　また，従属変数として下流意識を抱く集団（「中の下」＋「下」）と上流層
および中流層とに区分したものを投入し（下流＝1，上・中流＝0），性・年
??????1
????????1500－
1200－1500
1000－1200
800－1000
600－800
400－600
200－400
　－200
上　流　　　　　中　流　　　　　下　流
　　　　図2　階層集団別世帯年収構成（除DK）
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ロジスティック回帰分析
従属変数（下流＝1，他＝0）
独　立　変　数　　　B　　　Exp（B）
男　　　　　　　．433寧　　　1．541
年　　　齢　　　一，064　　　　．938
学　　　歴　　　一．132林　　　．877
世帯年収
400万未満　　　　2．125寧＊　　8376
400～800万　　　　1．250轄　　　3．489
800～1200万　　　　．632　　　1．882
（vsl200万以上）
定　　　数　　　　　．342　　　1．408
一2対数尤度　　　565，828
事　ρ＜　．05，　　寧＊　ρ＜　．01
齢（5歳区分を1単位）・学歴
（就学年数）・世帯年収，を独立
変数に投入してロジスティック
回帰分析を行った。表3に示す
解析結果によると，年齢以外の
変数で統計的に有意水準に達す
るカテゴリーがあり，男性・低
学歴層・低所得層は下流層への
規定要因となっており，反対に
女性，高学歴層，高所得層は下
流層になりにくい要因であることが確認された。
2－2　階層集団と生活観・社会観
　次に階層意識と生活観・社会観との関係について検討を加える。本調査で
は，生活観に関して，現在の暮らし向き，老後を含めた今後の暮らしに関す
る不安の有無，そして現在の生活への満足度を質問している。階層集団との
クロス集計結果を表4に示す。
　現在の暮らし向きに関しては，「ゆとりがある」（十分＋多少）と回答した
者は上流層では8割に達しているのに対して，下流層では2割にとどまり，
大きな差が認められる。反対に「苦しい」（やや＋とても）と回答した者は
上流で2割，下流で8割と逆になっている。なお，中流層は6：4でゆとり
があるとした者の方が多く，下流層よりも上流層により近い分布となってい
る。
　老後を含めた今後の暮らしに関しては，圧倒的多数が不安を感じている。
上流層であっても「不安がない」と回答した人は2割に達していない。しか
し，「とても不安」とする者の比率は階層間で大きな差が認められ，上流層
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表4階層集団別生活観 （％）
上　　流 中　　流 下　　流 全
?
暮らし牌 十分ゆとり 2．9 2．0 L3 1．8
多少ゆとり 77．1 57．1 18．9 43．9
やや苦しい 18．6 37．3 55．9 42．6
とても苦しい 1．4 3．6 23．8 11．7
計 100．0 100．0 100．0 100．0
今後生活＊＊ 不安なし 17．1 7．5 L3 6．2
多少不安 61．4 56．5 36．8 49．0
とても不安 15．7 28．9 50．9 36．3
無　関　心 5．7 7．1 ll．0 8．5
計 100．0 100．0 100．0 100．0
生活満足＊＊ 満　　　足 9．9 6．0 L3 4．6
やや満足 73．2 57．8 27．9 47．4
やや不満 15．5 3L5 51．3 37．6
不　　　満 1．4 4．8 19．5 10．4
計 100．0 100．0 100．0 100．0
率　ρ〈．05，　事事　ρ〈．01
では20人中3人であるのに対して，下流層で半数に上っている。
　生活満足度に関しては，階層別に大きな差が認められる。生活満足派（満
足＋やや満足）の比率は上流層では8割を超えるのに対して，中流層では6
割強，そして下流では3割弱にとどまる。
　これら3つの生活意識項目の分析からいえることは，いずれの項目も上流
層と中流層との意識の差よりも，中流層と下流層との差のほうが大きいとい
うことである。全体の4割を占める下流層の多くは現在の生活が苦しいと感
じており，将来の生活については大いに不安を抱いており，そして現在の生
活には不満感を抱いている。階層意識と生活観との間には密接な関係がある
ことがわかる。
　次に社会観について検討してみる（表5）。
　まず，日本社会が公平な社会かどうかという質問に対しては，回答者全体
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　表5階層集団別社会観 （％）
上 流 中　　流 下 流 全 体
公　　平料 公　　　平 4．2 2．0 0．4 1．6
やや公平 38．0 25．8 19．5 24．8
やや不公平 40．8 53．6 50．4 50．6
不　公　平 16．9 18．7 29．6 23．0
計 100．0 100．0 100．0 100．0
親の地位や そう思う 14．1 25．5 35．7 28．2
財産がもの やや思う 53．5 43．4 47．6 46．4
をいう社会 やや思わない 18．3 23．9 10．6 17．7
＊＊
思わない 14．1 7．2 6．2 7．7
計 100．0 100．0 100．0 100．0
努力が報わ そう思う 16．9 7．2 53 7．7
れる社会＊＊ やや思う 50．7 44．4 27．8 38．3
やや思わない 26．8 36．4 48．9 40．3
思わない 5．6 12．0 18．1 13．7
計 100．0 100．0 100．0 100．0
＊　pく．05，　＊寧　p〈．01
のおよそ4分の3が不公平な社会であるみなしている。当然のことながら上
流層は下流層に比べてポジティブな見方をしているが，それでも上流層のな
かでも過半数の者が日本は不公平な社会であると回答している。
　また，近年の格差社会論のなかには世代間の格差の固定化が進行している
という視点も見受けられる（佐藤2000）。本調査で設定した「親の地位や財
産がものをいう社会」という文言に対しては，回答者全体のおよそ4分の3
が「そう思う」あるいは「ややそう思う」と回答している。「そう思う」と
回答した者の比率は階層が下がるにつれて約10ポイントずつ増加している。
　「努力が報われる社会」という問いに関しては，回答者全体の見解がほぼ
半々に割れている。上流階層では3人中2人が「そう思う」あるいは「やや
そう思う」と回答しているのに対して，下流層では3人中2人が「ややそう
思わない」あるいは「そう思わない」と回答している。また中流層では見解
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がほぼ半々に割れている。
　全体として，上流階層ほど日本社会についてポジティブな見方をしている
のに対して，下流階層はネガティブな見方をしている。三浦の下流社会論や
山田昌弘の希望格差社会論では意欲や希望といったメンタル面での格差に着
目しているが，表5に示す結果も「意欲格差」や「希望格差」といったメン
タル面での格差の基盤を表している（山田2004）。
2－3　階層集団と政治意識
　次に階層別の政治意識について検討してみる。本調査で設定した政治意識
項目は，政治関心，政治満足度，イデオロギー，政党支持であった。このう
ち，政治満足度に関しては階層集団別に有意差が認められなかったが，他の
3項目については有意差が認められた。有意差が認められた3項目について
のクロス集計結果を表6に示す。
　政治関心に関しては，階層が高いほど関心度が高い傾向にある。「あまり
関心なし」あるいは「まったく関心なし」と回答した無関心層の比率は上流
で9．9ポイントと約1割にとどまるのに対して，中流階層では25．1ポイント
と約4分の1を占め，下流階層では32．1ポイントと約3分の1に達してい
る。政治関心については「中流一下流」間よりも「上流一中流」間の差が大
きい。ウォルフィンガーとローゼンストーンは，上流層に比して下流層の政
治的関与が低い理由として，①下流層は日々の生活維持に精一杯で，政治に
注ぐエネルギーがない，②上流層は仕事の中で政治的関与を促進する機会を
得やすい，③上流層は政治的関心の高い知人を得る傾向にある，などを挙げ
ている（Wolfinger　and　Rosenstone　1980：20－21）。階層意識が低くなるに
したがって，政治的疎外感・無力感と政治に対するあきらめを感じる者が多
くなることも要因と考えられる。
　イデオロギーに関しては，わが国で通常用いられる保守一革新の軸で質問．
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表6　階層集団別政治意識 （％）
上　　流
?
流 下 流 全 体
政治関心＊ 強い関心あり 18．3 13．9 13．7 14．4
ある程度あり 71．8 61．0 54．2 59．6
あまりなし 9．9 21．5 25．1 21．5
まったくなし 0．0 3．6 7．0 4．6
計 100．0 100．0 100．0 100．0
イデオロ 保　　　守 12．9 5．6 1．3 4．8
ギー料 やや保守 18．6 15．1 12．9 14．6
中　　　間 38．6 34．9 29．8 33．3
やや革新 15．7 17．9 23．1 19．7
革　　　新 4．3 3．6 3．1 3．5
D　　　　K 10．0 23．0 29．8 24．1
計 100．0 100．0 P 100．0 100．0
政党支持＊ 自　　　民 38．0 25．4 16．0 23．2
民　　　主 9．9 6．7 6．7 7．1
公　　　明 4．2 4．4 6．2 5．1
自　　　由 4．2 2．8 L8 2．6
共　　　産 0．0 2．4 4．0 2．7
社　　　民 0．0 1．6 4．4 2．6
保　　　守 0．0 0．8 0．0 0．4
そ　の　他 0．0 1．2 0．9 0．9
支持政党なし 43．7 54．8 6α0 55．5
計 100．0 100．0 100．0 100．0
＊　p　＜　．05，　　￥＊　pく　．01
した。尤も，90年代におけるソ連の崩壊，そして日本における55年体制の
崩壊は，「保守一革新」のイデオロギー軸を無意味なものにしたという主張
も有意であるかもしれない。さらに21世紀を迎え，「革新の終わり」につづ
く「保守の終わり」を主張する論者も存在する（御厨2004）。けれども現状
の日本においては，ヨーロッパのような「右一左」やアメリカのような「保
守一リベラル」といったイデオロギー的対立軸を示す用語よりも，未だに
「保守一革新」の方が有権者にとって馴染みがあるといえるのではなかろう
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か。ただ，今回の調査結果では，およそ4人に1人が「わからない」と回答
しており，また3人に1人が「中間」派である。そして，自らを保守派ある
いは革新派とイメージしている者は合わせて4割強（42．6％）にすぎない。
　「わからない（DK層）」の比率は，上流層では1割にとどまるのに対して，
中流層では2割強，下流層では3割存在している。これは政治的無関心層に
DK層が多いため，無関心層の中流・下流層でDK層が多くなっているため
である。また，「保守派」の比率は階層が高くなるにしたがって多くなり，
反対に「革新派」は階層が低いほど多くなる傾向にある。上流層ではでは保
守派（「保守」＋「やや保守」）は31．5％であるのに対して革新派（「やや革新」
＋「革新」）は20％であり，保守派が革新派の約1．5倍存在する。他方，下
流層においては保守派14．2％に対して革新派は26．2％であり，革新派は保守
派の2倍近くに上っている。よって階層意識と保革イデオロギー意識の間に
は有意な関係が存在する。1980年代に国民世論の保守化がみられたときに，
「生活保守主義」という言葉がしばしば述べられ，イデオロギー的な保守回
帰ではなく，あくまで国民の中流意識の拡大と生活満足度の上昇が現状維持
志向という保守化（あるいは「保身化」）をもたらしたという主張が散見さ
れた（例えば，村上1984）。この結果からすると，全体としての階層意識の
上昇は政治意識における保守化を生み，それに対して，下流層の増大は革新
派の増大を生むという構造は今なお存在していると考えてよかろう。
　政治意識の重要な構成要素である政党支持態度に関しても同様の傾向が指
摘できる。本調査は小泉政権発足後約1ヶ月の時期に実施している。この時
期は小泉政権に対する国民の熱狂的支持，いわゆる小泉フィーバーの状況下
であった。しかし，それでも自民党支持率は23．2％にとどまり，支持率2位
の民主党を大きく引き離しているものの，「支持政党なし」とする，いわゆ
る無党派層が55．5％に達していたω。階層集団別に検討すると以下のような
結果がみられた。
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　自民党支持率は階層が高いほど高い傾向がある。それに対して，支持政党
を持たない無党派層の比率は，階層が低くなるにしたがって多くなり，下流
層では6割に達する。その他，自由党支持率も上流階層で最も高く，自民党
と自由党という2つの保守政党に対する階層別支持パターンは「上流型」と
いえる。自民党に次ぐ第2党の民主党も上流層に最も支持率が高いが，中流
層と下流層における支持率は同レベルであり，したがって「やや上流型」の
パターンといえよう。また，2003年衆院選前には，いわゆる民由合併が行
われ，自由党は民主党に吸収されることによっていよいよ日本も本格的な二
大政党制の道を歩み始めた。しかし，民主党，自由党ともに上流階層に最も
高い支持を得ており，階層的には自民党と同じ支持パターンの政党が2大政
党の一翼となったことになる。
　それに対して社民党や共産党といったいわゆる「革新政党」や公明党支持
率は階層が低くなるほど高くなる「下流型」のパターンを示す。政治学にお
ける有力な理論のひとつである合理的選択論の本質は，複数の行動の選択の
余地がある場合，人々は自分にとって最善と信じる選択をすると考えるが，
所得再分配を重視する社会民主主義的な政策を掲げる社民党，共産党を下流
層ほど支持するというのは合理的選択理論に適っている（5）。とはいえ，自民
党支持率が16％にとどまる下流階層において，社民・共産支持率が合わせ
て8．4ポイントしかないという事実は，これら2つの政党の支持層の開拓に
何らかの限界が存在しているということを意味する。それととともに，1990
年代の政治改革によって衆議院選挙での中選挙区制が廃止され，代わって小
選挙区制主体の選挙制度（並立制）が導入されたことは公明，共産，社民と
いう「下流型」政党に不利に作用し，自民，民主という「上流型」政党を主
体とした2大政党化が進行しているという事実も見逃せない。なぜならば，
下流型政党である公明，共産，社民の各党はいずれも規模の面で中小政党で
あり，大政党に有利な小選挙区制では不利な立場に置かれるからである⑥。
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　尤も，この結果は東京都民という都市住民のデータから導き出されたもの
であり，非都市部・農村部の住民の意識は必ずしも同様の傾向を示さないか
もしれない。また，階層構造と政党の盛衰との関連性を論じるには，アグリ
ゲート・レベルでの下流比率と政党支持率との関係も検討する必要がある。
そこで，全国調査であるSSM調査データから下流層の比率（「下の上」＋
「下の下」）と革新政党に分類される社会党と共産党の支持率との相関および
回帰分析も行った。1955年から1995年までの計5回のSSM調査データを
分析したところ，下流層の比率と社共支持率（社会党と共産党の支持率合計）
との相関係数は．858であり，強い正の相関関係が認められた〔7）。つまり，下
流層の比率と社共支持率とはほぼパラレルの関係にある。また，下流層比率
を独立変数（X）に投入し，社共支持率を従属変数（Y）に投入して単回帰分析
を行ったところ，回帰方程式は次のようになった。
Y＝0．5861X十3．2745（1～2＝．7367）
　この回帰式が意味していることは，次の2点である。
　①R2値が0．7を超えており，この回帰式の当てはまりは良い。
　②下流層の比率が0，59％増大すると社共支持率は1ポイント増加する関
　　係にある。逆にいえば，下流層の比率が0．59％減少すると社共支持率は
　　1ポイント減少する関係にある。
　この回帰分析結果の含意は，アグリゲート・レベルにおける下流層比率の
減少が革新政党である社共支持率の減少の構造的要因となっている可能性が
あることを示唆している。とするならば仮に今後，格差が拡大し下流層が増
大することになれば，社民党や共産党の支持拡大の可能性が増大すると解釈
する事も可能である。
　「暮らしと経済に関する調査」データからする限り，日本では「小さな政
府・自由競争経済」を志向する右派政党と「大きな政府，社会的弱者保護」
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に力点を置く左派政党との対立構図に基づく2大政党とは様相が異なること
になり，日本における2大政党化の進展は下流階層の政治的疎外を一層深刻
化させるおそれもある。現時点では下流型政党のひとつである公明党が連立
政権に参加していることによって多少はバランスが保たれているともいえる。
また，現行の衆議院の選挙制度から比例代表制を排除し，すべて小選挙区に
すべきであるという意見もあるが，現状の支持率を前提にすると，完全小選
挙区制では公明，共産，社民という下流型政党の議席がほとんど無くなり，
その結果として下流層の政治的疎外感を増幅しかねず，大いに問題があると
いわざるを得ない（8）。尤も，自民党はもとより融通無碍なところがあり，冷
戦構造崩壊後に結党され，歴史の浅い民主党の政治的スタンスも確固たるも
のになっていない現状では，これら2大政党が今後，下流層の利害をどう政
策に反映させ，包括政党化するかという点も注目に値しよう。
　今まで検討した3つの政治意識項目と階層集団との関係を整理すると，上
流層は政治的関心が高く，イデオロギー的には保守的で自民党支持率が高い
傾向があるのに対して，下流層は無関心層が比較的多く，イデオロギーにお
けるDK層，そして政党支持態度における無党派層が多く，政治や政党シ
ステムに対して疎外感を抱いている者が比較的多いということになる。
　また，表7には階層集団別にイデオロギーと政党支持との関係を示す。ど
の階層にもいえることだが，保守派は自民党支持率が高く，無党派層の比率
が比較的低いのに対して，中間派と革新派の政党支持は分散しており，かつ
無党派層が多い。つまり，イデオロギー的な中間層と革新派の有権者を政党
が取り込めていないことが高い無党派層比率を帰結しているのである。加え
て，冷戦構造が崩壊して10年が経過し，革新という意味が必ずしも社会主
義・社民主義勢力の目指すような平等・公平な社会の実現という意味ではな
く，小泉首相（当時）のいうような新自由主義的な改革路線を“革新的”と
みなしている有権者も存在している可能性がある。このトリプル・クロス集
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表7　イデオロギーと政党支持（階層集団別）
??イデオ
鴻Mー 自民 民主 公明 自由 共産 社民 保守
その他 支持
ﾈし 計 N
保守派 86．4 4．5 0．0 0．0 0．0 0．0 0．0 0．09．1 100．022
上 中間派 18．5 7．4 7．4 11．1 0．0 0．0 0．0 0．055．6 100．027
革新派 2L414．3 0．0 0．0 α0 0．0 0．0 0．0 64．3 100．0 14
流 D　K 0．0 28．6 0．0 0．0 0．0 0．0 0．0 0．071．4 100．0 7
保守派 57．7 19 5．8 3．8 0．0 0．019 1．9 26．9 100．052?
中間派 21．6 5．7 5．7 3．4 1．1 1．1 Ll 0．0 60．2 100．088
革新派 14818．5 1．9 1．9 5．6 5．6 0．0 3．748．1 100．054
流 D　K 12．1 1．7 3．4 1．7 3．4 0．0 0．0 0．0 77．6 100．058
保守派 59．4 0．0 3．1 3．1 0．0 3．1 0．0 3．1 28．1 100．032
下 中間派 13．4 9．0 13．4 3．0 1．5 1．5 0．0 0．0 58．2 100．067
革新派 5．2 15．5 3．4 0．0 12．1 13．8 0．0 0．0 50．0 100．058
流 D　K 6．0 0．0 3．0 1．5 1．5 0．0 0．0 1．5 86．6 100．067
全階層でp〈．01
計結果をみると，上流層の革新派で共産党や社民党を支持する者が皆無であ
り，6割を超える無党派層の他は，自民党支持者と民主党支持者しかいない。
当時の自民党と民主党はともに構造改革を唱え，小さな政府を志向していた
ことからすると，上流層の革新派と下流層の革新派との間で政治志向が異なっ
ているのかもしれない。
　勿論，一般論としてこの新自由主義的な改革路線は下流層にとっては自己
の利益に反する路線である。したがって，下流層の革新派で自民党を支持す
る者の比率は上流層や中流層よりも低く，左派政党である共産党や社民党を
支持する者の比率が他の階層よりも高い。しかし，共産党や社民党にとって
の問題は，下流層の革新派のうち半数が無党派層となっており，支持層に組
み込めていないことである。これは，近年の2大政党化の潮流の中で共産・
社民両党の存在感が希薄化していることが一因として考えられる。
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2－4　階層集団とメディア行動
　最後に階層集団別のメディア行動について検討する。メディア接触の量と
質の違いは，階層間の意識格差の表出であるとともに，情報格差の原因にも
なる。
　表8は階層集団別の購読新聞（ふだん読んでいる新聞）に関する回答結果
を示す（マルチ・アンサー方式）。X2検定により有意差（5％水準）が認め
たれたのは，朝日新聞，日本経済新聞，スポーツ紙そして「読まない」と
いう選択肢である。朝日と日経に関してはともに高い階層ほど読まれる「上
流型」のパターンを示す。特に日本経済新聞の購読率に関しては，上流階層
では約3割に達するのに対して，中流層で約2割，下流層で約1割と大きな
差が認められる。また有意水準には達しなかったが，読売新聞の分布も「上
流型」のパターンを示している。なお，一般紙6紙のうち，複数の新聞を読
んでいると回答した者は上流層で約3割（29．6％）であるのに対して，中流
層では20．9％，下流層では17．1％であった。つまり，階層が高くなるほど複
表8階層集団別購読紙
上　流 中　流 下　流
朝　　日＊ 42．3 37．8 27．8
畳士　　　　　士i冗　　　　冗 49．3 44．2 40．5
毎　　日 5．6 4．8 8．4
産　　経 4．2 5．6 4．4
日　　経＊＊ 31．0 19．1 11．0
東　　京 2．8 4．4 4．8
夕刊紙 4．2 3．2 3．5
スポーツ紙艸 11．3 15．5 26．0
読まない＊ 5．6 5．2 1L5
宰　pく．05，　＊＊　p〈．01
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数の新聞を読む傾向がある。こ
の結果から，高い階層ほど得る
情報量も多いことを推察させる。
そして「読まない」と回答した
者の比率は上流層と中流層では
ともに5％程度にとどまるのが，
下流層で1割を超えている。他
方，スポーツ紙は下流階層で最
も読まれており，朝日や日経と
対照的な「下流型」のパターン
を示す。スポーツ紙で重視され
　　　　　　　　　　（402）
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るスポーツや芸能あるいは競馬・
競輪といった話題が，下流層の日
常生活におけるフラストレーショ
ン解消の機能を果たしているため
であろうか。
　なお，夕方および夜の個々の
ニュース番組の視聴についても階層
別のクロス集計を行ったが有意差
が認められた番組は皆無であった。
表9　階層集団別メディア接触時間
上流 中流 下流
新　　聞
平均（分） 45 43 37
標準偏差 28．5 3L5 303
テ　レ　ビ
平均（分） 162 186 186
標準偏差 107．8 1149 118．4
ニユース
平均（分） 62 64 62
標準偏差 39．9 45．7 47．3
　表9には階層集団別の平日1日における新聞，テレビ，ニュース（TV）
の平均接触時間とデータのバラツキの度合い（標準偏差）を示す。全体の平
均値は新聞41分，テレビ183分，ニュース63分であった。新聞を読む時間
の平均値は，階層が高いほど高く，上流層で45分に対して下流層では37分
と8分の差がある。「上流一中流」間の差よりも「中流一下流」間の差が大
きい。それに対してテレビ視聴時間平均については上流層より中流・下流層
の方が20分以上長く，中流層と下流層は同水準である。ただ，TVニュー
スの平均視聴時間に関しては階層間でほとんど差がないことから，上流層の
方がテレビ視聴時間に示すニュース部分の割合が高い。
　表10には，新聞やテレビニュースに接する際の領域別関心度を示す。政
治や経済関係の話題に関しては階層が高いほど関心度が高い傾向にあり，統
計的な有意差が認められるのは「国内政治の動き」「政府の経済政策」「株価
の動き」（1％水準）および「新製品や新技術について」（5％水準）の4項
目である。なかでも株価への関心度は階層集団間の差が大きく，株式投資が
余裕資金のある比較的裕福な層で行われる傾向が強いことを反映している。
他方で「環境問題」に対する関心度に関しては階層による差はほとんどみら
れない。
　（403）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　55
政経論叢　第76巻第5・6号
表10メディア接触に際しての領域別関心度 （階層集団別）
（％）
上 流　　中 流　　下 流
国内政治＊＊ 強い関心あり 35．2 22．4 18．0
ある程度あり 59．2 62．2 58．3
あまりなし 5．6 13．8 20．6
まったくなし 0．0 L6 3．1
計 100．0 100．0 100．0
経済政策＊＊ 強い関心あり 31．0 19．0 16．4
ある程度あり 52．1 56．5 49．6
あまりなし 15．5 21．7 27．0
まったくなし 1．4 2．8 7ユ
計 100．0 100．0 100．0
株　　　価＊＊ 強い関心あり 14．1 8．4 4．4
ある程度あり 33．8 28．3 18．2
あまりなし 39．4 38．6 44．0
まったくなし 12．7 24．7 33．3
計 100．0 100．0 100．0
企業・産業 強い関心あり 18．6 13．5 11．6
ある程度あり 54．3 48．0 43．3
あまりなし 24．3 31．7 33．9
まったくなし 2．9 6．7 lL2
計 100．0 100．0 100．0
新　製　品 強い関心あり 27．1 17．1 16．9
新良術・ ある程度あり 62．9 51．8 51．6
あまりなし 8．6 27．1 26．7
まったくなし 1．4 4．0 4．9
計 100．0 100．0 100．0
環境問題 強い関心あり 27．1 23．6 26．5
ある程度あり 64．3 62．6 57．5
あまりなし 7．1 12．2 13．7
まったくなし 1．4 1．6 2．2
計 100．0 100．0 100．0
＊　p　く　．05，　　＊＊　p＜　．01
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むすび
　本稿での考察の視点は，①階層意識の時系列推移，②社会的属性と階層意
識との関係，③階層集団と生活観・社会観，④階層集団と政治意識，⑤階層
集団とメディア行動，であった。以下，各々に関する分析結果のうち，主な
ものを挙げておく。
　（1）「国民生活に関する世論調査」データによれば，1990年代後半以降，
　　自分の生活水準を「上」または「中の上」と回答する上流層と「中の下」
　　あるいは「下」と回答する下流層の比率はともに若干の増大傾向にある
　　が，下流層の比率は「一億総中流論」がいわれていた80年代よりも低
　　い水準にある。同データを根拠とするかぎりにおいて，近年の格差拡大
　　は限定的なものでかしかなく，下流社会論は過剰反応といえる。
　②　社会的属性と階層意識との関係を分析したところ，性・学歴・所得が
　　階層意識を規定している。男性・低学歴・低所得層は下流意識を抱きや
　　すく，女性・高学歴・高収入が中流あるいは上流意識を抱きやすい属性
　　である。また，世帯所得の階層別構成は下流一中流間よりも上流一中流
　　間の差が大きい。
　㈲　上流階層ほど日本社会についてポジティブな見方をしているのに対し
　　て，下流階層はネガティブな見方をしている。三浦の下流社会論や山田
　　昌弘の希望格差社会論では意欲や希望といったメンタル面での格差に着
　　目しているが，調査結果も「意欲格差」や「希望格差」といったメンタ
　　ル面での格差の存在を表している。また，生活意識に関しては，上流一
　　中流間よりも中流一下流間の差が大きい。
　（4）政治的関心に関しては，高い階層ほど関心度が高い。保革イデオロギー
　　に関して，上流層は保守的であり，下流層は革新的である。また，政党
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　　支持に関しては自民党は「上流型」であり，公明・共産・社民は「下流
　　型」そして民主は「やや上流型」である。下流層には無党派層が多く，
　　各政党は下流層の支持を掴んでいない。また，この結果からする限り，
　　自民党と民主党による二大政党制の確立は下流層の政治的疎外を高める
　　おそれがある。
　⑤　新聞閲読時間は階層が高くなるにつれて長くなり，またテレビニュー
　　スに接する際の事項別関心度については，政治や経済関係の話題に関し
　　ては階層が高いほど関心度が高い傾向にある。階層間の情報格差が推察
　　できる。
　尤も，（2）から（5）については2001年における大都市住民（東京都民）調査
の分析から導き出された結論であり，全国調査データなどによる再現性の確
認も必要とされよう。
　　　　　　　　　　　　　　　《注》
（1）　「国民生活に関する世論調査」データに関しては内閣府HPより。
（2）　「暮らしと経済に関する意識調査」の概要は以下のとおり。
調　査　時　期
調査対象者
　調　査　方　法
　調査有効数（率）
なお，
2001年5月19日～6月4日
東京都在住の20～69歳の男女800人
（住民基本台帳より二段無作為抽出）
留置調査法
556人（69．5％）
　　　　　同調査は日本学術振興科学研究費（旧文部省科学研究費）の助成を受
　　けて実施したものである。同調査の報告書は（竹下・井田2003）。
（3）　「国民生活に関する世論調査」における階層意識項目について，社会学者の
　　橋本健二は次のように批判する。
　　　　「この調査には，人々を『中』という回答へ誘導する，明らかな仕掛け
　　　がある。設問で自分の生活程度を選択肢からひとつ選ぷことになっている
　　　のだが，実はその選択肢は『上』『中の上』『中の中』『中の下』「下』の五
　　　つなのである。ただでさえ自分を『上』『下』などと答えるのは気が引け
　　　　るのに，『中』が三つにも分けられていたのでは，『上』『下』という回答
　　　が少なくなるのは当然だ。実際，三つの『中』という回答を合計すると九
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　　　　割前後に達するのだが，このことをもって『日本人の九割が自分のことを
　　　　中流と考えている』と言い習わされてきたのである。この設問からは社会
　　　　の客観的な姿を測ることのできるような情報はまったく得られないといっ
　　　　ていい。」（橋本2007：104－5）。確かに，同調査データは中流層の多．さが
　　　　誇張されるデータと捉えることは可能であるが，筆者は意識の時系列の推
　　　　移を比較する上で，同データは貴重かつ有用な情報であると考える。
（4）　各種世論調査によれば，当時の小泉内閣支持率は，7割台から8割前後とい
　　う空前の高支持率を記録していた。なお，歴代内閣支持率の比較については
　　（井田2007a：59－60）を参照。
（5）政治学における合理的選択論については（ダウンズ1980），投票に関する合
　　理的選択論の紹介として（井田2007b）。
（6）　各選挙制度の長所・短所については（井田2002）。
（7）　SSM調査データは，（原・盛山1999：124，136）より。
（8）　一例として，最近では自民党衆議院議員の茂木敏充が衆議院の選挙制度を完
　　全小選挙区制にすべきであると主張している（茂木2007：55）。
　　　　　　　　　　　　　　　参考文献
石本伸晃（2007）『世の中がわかる憲法ドリル』平凡社新書
井田正道（2002）「選挙論」竹尾隆・井田正道編『現代政治をみる眼』八千代出版，
　　第3章
井田正道（2007a）『日本政治の潮流一大統領制化・二大政党化・脱政党一』北
　　樹出版
井田正道（2007b）「合理的選択」堀江湛編『政治学・行政学の基礎知識〈第2版〉』
　　一藝社，144－5頁
井田正道（2007c）「日本人の生活意識に関する分析」明治大学『政経論叢』第76
　　巻1・2号
門倉貴史（2006）『ワーキングプア』宝島社新書
岸本重陳（1978）「「中流」の幻想』講談社
佐藤俊樹（2000）「不平等社会日本』中公新書
ダウンズ・アンソニー（古田精司訳）（1980）『民主主義の経済理論』成文堂
竹下俊郎。井田正道（2003）「メディア・フレーミング効果に関する実証的研究』
　　平成12，13年度科学研究費補助金（基礎研究（C）（2）研究成果報告書）明治大学
　　政治経済学部
橘木俊詔・森剛志（2005）『日本のお金持ち研究』日本経済新聞社
内閣府HP　http：／／www8．cao．go．jp／survey／index．htm1
（407） 59
政経論叢第76巻第5・6号
原純輔・盛山和夫（1999）『社会階層一豊かさの中の不平等一』東京大学出版会
橋本健二（2007）「新しい階級社会　新しい階級闘争』光文社
文春新書編集部（2006）『論争　格差社会』文春新書
間々田孝夫（1990）「階層帰属意識」原純輔編「現代日本の階層構造②　階層意識
　　の動態』東京大学出版会，第2章
三浦展（2005）「下流社会』光文社新書
三浦展（2007）「若者の雇用　選択肢広げ意欲引き出せ」『朝日新聞』2007年5月5
　　日付
御厨貴（2004）『「保守」の終わり』毎日新聞社
村上泰亮（1984）『新中間大衆の時代』中央公論社
茂木敏充（2007）「有権者が政治を判断できる土壌作りが不可欠だ」『週刊東洋経済
　　2007年12月22日号』東洋経済新報社
森永卓郎（2003）『年収300万円時代を生き抜く経済学』光文社
山田昌弘（2004）「希望格差社会』筑摩書房
Wolfinger，　Raymond　E，　and　Steven　J．　Rosenstone（1980）Who　Vo　tes～（New
　　Haven　and　London：Yale　University　Press）
60 （408）
